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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 当社は、当社株式の流通性を高めることを目的に、平成16年１月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、

平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、平成16年５月20日付をもって

普通株式１株を５株に分割いたしました。 

３. 当社は、当社株式の流通性を高めることを目的に、平成17年12月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、

平成18年１月４日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、平成18年１月５日付をもって

普通株式１株を５株に分割いたしました。 

４. 第10期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 1,165,429 1,912,273 2,598,052 3,473,364 4,765,625 

経常利益 (千円) 207,931 335,215 509,663 794,021 1,138,064 

中間（当期）純利益 (千円) 91,609 199,255 301,573 431,488 670,002 

純資産額 (千円) 1,703,360 2,205,530 2,905,955 2,070,600 2,756,587 

総資産額 (千円) 2,117,039 3,036,834 4,573,846 2,866,182 4,010,779 

１株当たり純資産額 (円) 15,305.05 19,442.77 4,978.02 17,982.47 4,652.01 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
(円) 825.36 1,766.72 518.54 3,425.27 1,082.46 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
(円) 789.69 1,696.37 501.63 3,155.88 996.57 

自己資本比率 (％) 80.5 72.6 63.5 72.2 68.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 437,938 333,074 175,638 657,315 766,185 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △205,728 △63,886 △1,142,156 △509,737 △175,249 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 3,122 △14,375 642,990 30,469 65,902 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(千円) 907,867 1,105,078 1,183,592 850,197 1,507,151 

従業員数 

(外、期末臨時雇用者数) 
(人) 

105 

( 71) 

145 

( 82) 

161 

 （167）

130 

( 89) 

144 

 （138）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３. 当社は、当社株式の流通性を高めることを目的に、平成16年１月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、

平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、平成16年５月20日付をもって

普通株式１株を５株に分割いたしました。 

４. 第10期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 1,165,127 1,912,273 2,598,052 3,473,061 4,765,625 

経常利益 (千円) 207,968 338,409 515,154 804,653 1,137,527 

中間（当期）純利益 (千円) 91,646 202,519 307,134 442,117 669,532 

資本金 (千円) 271,158 300,117 346,598 284,832 340,259 

発行済株式総数 (株) 111,294 113,437 583,680 112,365 580,735 

純資産額 (千円) 1,701,064 2,217,026 2,918,896 2,078,883 2,764,319 

総資産額 (千円) 2,114,353 3,047,944 4,586,787 2,874,078 4,018,127 

１株当たり配当額 (円) － － － 400.0 120.0 

自己資本比率 (％) 80.5 72.7 63.6 72.3 68.8 

従業員数 

(外、期末臨時雇用者

数) 

(人) 
105 

( 71) 

145 

( 82) 

161 

 （167）

130 

( 89) 

144 

 （138）



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）1．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当中間連結会計期間の期末人員を外数で記載してお

ります。 

2．従業員数が前連結会計期間末に比して、17人増加しておりますが、これは事業の拡大に伴う採用によるもの

であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）1．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当中間会計期間の期末人員を外数で記載しておりま

す。 

2．従業員数が前事業年度末に比して、17人増加しておりますが、これは事業の拡大に伴う採用によるものであ

ります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

情報サービス業 153 (164) 

全社（管理部門等） 8 (3) 

合 計 161 (167) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 161 (167) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の業績は、 

   売上高    2,598,052千円 （前年同期比   35.9 ％増） 

   営業利益    508,758千円  （前年同期比   45.3 ％増） 

   経常利益    509,663千円  （前年同期比   52.0 ％増） 

   中間純利益   301,573千円  （前年同期比   51.3 ％増） 

となりました。 

当中間連結会計期間の業績において特記すべき事項は以下のとおりであります。 

① 当中間連結会計期間における主要顧客である金融機関のＩＴ投資環境は、好転しております。金融フロンティア領域

への投資マインドは、金融機関の収益力強化への取り組みを背景に堅調に拡大していると判断しております。 

 金融機関向けシステム分野でブランド力が向上しつつある当社は、これまで培った信頼関係と顧客のニーズを確実に

拾い上げ、連続して大幅な増収増益を達成することができました。 

② 当中間連結会計期間の業績が好調に推移し、当初目標業績を上方修正するとともに、増収増益を達成することができ

ました。 

③ ディーリング分野につきましては、株式分野で前期に引き続いて日興コーディアル証券向け「株式ディーリングシス

テム」の全面リプレース案件を継続的に開発販売いたしました。また、債券デリバティブ分野においても、大手証券会

社上位１０社中８社に既に導入されている債券ディーリングシステムの追加開発案件を、既存顧客から継続的に受注す

るなど多数の顧客を獲得することができました。証券業界では、当該分野における当社の高いブランドイメージが定着

しており、今後もこの傾向は続くものと思われます。 

④ 都市銀行・信託銀行各社向け売上につきましては、着実な伸びとなりました。特に都市銀行向けについては、統合処

理の進捗に伴って、フロンティア領域に対するＩＴ投資が増加しており、今後の売上拡大が見込める状況になりつつあ

ります。 

⑤ ＣＲＭ／ＳＦＡ分野システムにつきましては、前期に引き続きインターネット証券向けＩＰコールセンター案件の開

発販売を行い大幅な伸びとなりました。 

⑥ インターネット取引システムは、インターネット外為証拠金取引システムの売上が好調に推移しております。外為証

拠金取引は、規制の強化をきっかけとしてシステム導入機運が高まっており、その中でも評価の高い当社のシステムの

引き合いが急増しており、当該分野のシステムのデファクトスタンダードとなりつつあります。 

⑦ 前連結会計年度からＡＳＰ事業の第一弾として個人投資家向けリアルタイムトレーディングシステム「ＳＰＲＩＮ

Ｔ」の販売を開始しております。既に、公表済みの松井証券、三菱商事フューチャーズ証券などでサービスをスタート

しており、特に松井証券においては、全取引高の１６％がＳＰＲＩＮＴ経由の売買となるなど、順調なスタートを切っ

ております。 

⑧ 売上総利益率はほぼ横ばい（売上総利益率 平成17年９月期 35.6％ → 平成18年９月期 35.6％）でした。 

 この要因としては、 

 ⅰ）当中間連結会計期間からサービスを開始したＡＳＰ事業の利益率が想定どおりの水準となったこと（利益率上昇 

  要因） 

ⅱ）受託開発案件に研究開発色の強い案件が含まれていること（利益率低下要因） 

 によるものであります。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、投資活動によるキャッシュ・フ

ローがマイナスであったこと等により、前連結会計年度末に比べ、323,558千円減少し、当中間連結会計期間末には

1,183,592千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、175,638千円の資金取得（前中間連結会計期間333,074千円の資金取得）となりました。これは、

主に税金等調整前中間純利益を509,454千円計上したこと及び売掛金が447,996千円減少したことから資金を得た一方

で、仕掛品の増加213,158千円及び法人税等の支払額346,916千円が発生したことによる資金の減少を反映したもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、1,142,156千円の資金使用（前中間連結会計期間63,886千円の資金使用）となりました。これは主

に、投資有価証券の取得が1,066,100千円発生したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、642,990千円の資金取得（前中間連結会計期間14,375千円の資金使用）となりました。これは短期

借入金及びストックオプションの行使により資金を得た一方で、配当金の支払額69,688千円が発生したことによる資

金の減少を反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前連結会計年度より、コンサルティング・受託開発・パッケージをシステムインテグレーションとして統合

して表示しております。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．保守等の継続契約については１年以内に売上が計上されることが確実な受注のみを受注残高としておりま

す。 

２．ＡＳＰにつきましては、通常、固定売上＋インセンティブ売上となっておりますが、固定売上部分のみを受

注残高としております。 

３．金額は販売価格によっております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．前連結会計年度より、コンサルティング・受託開発・パッケージをシステムインテグレーションとして統合

して表示しております。 

製品種類別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

システムインテグレーション 

        （千円） 
1,313,833 115.5 

 （うちコンサルティング）（千円） 65,951 63.1 

    （うち受託開発）    （千円）  834,497 108.7 

  （うちパッケージ）   （千円）  413,384 155.9 

システム保守  （千円） 305,884 201.9 

ＡＳＰ      （千円） 107,836 － 

その他        （千円） 159,320 72.8 

合計（千円） 1,886,874 125.2 

製品種類別 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

システムインテグレーション 

      （千円） 
2,265,099 127.7 2,373,518 146.4 

（うちコンサルティング）（千円） 126,350 194.0 54,940 61.4 

（うち受託開発）    （千円） 1,853,123 202.5 1,880,105 194.2 

（うちパッケージ）    （千円）  285,625 36.0 438,472 77.8 

システム保守（千円） 677,877 134.2 965,135 135.6 

ＡＳＰ    （千円） 382,197 － 550,308 － 

その他   （千円） 313,627 339.1 228,530 374.8 

合計（千円） 3,638,800 153.4 4,117,493 172.0 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

２．前連結会計年度より、コンサルティング・受託開発・パッケージをシステムインテグレーションとして統合

して表示しております。 

３．金額は販売価格によっております。 

４．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

５．日興コーディアル証券(株)につきましては、前中間連結会計期間では主要顧客に該当しないため記載を省略

しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

製品種類別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

システムインテグレーション（千円）  1,621,206 125.0 

   （うちコンサルティング）  （千円） 99,310 65.4 

   （うち受託開発）       （千円） 1,142,308 146.4 

   （うちパッケージ）      （千円） 379,588 104.0 

システム保守       （千円） 529,831 137.8 

ＡＳＰ          （千円） 280,385 － 

その他          （千円） 166,629 72.3 

合計（千円） 2,598,052 135.9 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

松井証券 (株) 230,000 12.0 336,335 12.9 

日興コーディアル証券（株） － － 321,994 12.4 

日興システムソリューション

ズ(株） 
277,186 14.5 321,751 12.4 



５【研究開発活動】 

   当社グループ（当社及び当社の関係会社）において開発しているシステムの大部分は「研究開発的」であり、研

究開発を通常の業務の一環としてとらえているため、特別に「研究開発」のための人員・予算を別途計上して研究開

発を行っているわけではありません。 

  特に受託開発業務においては、当社グループにおけるシステムのコンポーネントである「シンプレクス・ライブラ

リー」の充実を目的として受注するケースもあり、このケースは「研究開発的」であるともいえます。通常業務の中

で、特定顧客を想定せずに「シンプレクス・ライブラリー」の充実を目的とした開発を行った場合、原価部分を研究

開発費として計上しております。 

  なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は28,843千円となっております。 

当中間連結会計期間の具体的な研究開発活動の内容は以下の通りであります。 

・ 「シンプレクス・ライブラリー」基礎ライブラリー構築 

・ その他各種製品のパッケージ化 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

 当中間連結会計期間において、業務拡大にともない、以下の設備投資をいたしました。 

 (2)国内子会社 

 当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物 器具備品 合計 

 本社 

（東京都中央区） 
 システム開発業務 16,855 21,252 38,107  161 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）提出日現在の発行数には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 2,200,000 

計 2,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 583,680 584,495 東京証券取引所市場第一部 － 

計 583,680 584,495 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）の内容 

平成12年６月26日定時株主総会決議 

平成13年３月30日臨時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） －   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,710 株 2,230 株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年８月８日から 

平成22年６月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  1,000円 

 資本組入額   500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） －   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,495 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年３月31日から 

平成23年３月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  1,000円 

 資本組入額   500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項 －   － 



平成13年10月25日臨時株主総会決議 

② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）の内容 

平成14年６月25日定時株主総会決議 及び 平成14年11月12日取締役会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）   －   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,270 株 5,985 株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,100円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年10月26日から 

平成23年10月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  1,100円 

 資本組入額  550円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項   －   － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 221 個 221 個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,525 株 5,525 株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,159円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月13日から 

平成24年６月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   9,159円 

 資本組入額  4,580円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項   －   － 



平成14年６月25日定時株主総会決議 及び 平成15年５月22日取締役会議決議 

平成15年６月20日定時株主総会決議 及び 平成15年７月24日取締役会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）  8 個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 11,840円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月23日から 

平成24年６月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  11,840円 

 資本組入額  5,920円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項   －   － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）  460 個  458 個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,500 株 注６ 11,450 株 注６ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,360円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月25日から 

平成25年６月19日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  13,360円 

 資本組入額  6,680円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項   －   － 



平成16年６月16日定時株主総会決議 及び 平成16年７月26日取締役会決議 

平成17年６月28日定時株主総会決議 及び 平成17年10月26日取締役会決議 

（注）１．当該ストックオプションに係るそれぞれの行使条件及び新株予約権等の譲渡に関する事項は下記のとおりであ

ります。 

(1）新株予約権等の全部又は一部につき第三者に対して譲渡、担保権の設定、遺贈その他の処分をすること

ができない。 

(2）新株予約権等は、権利者が会社または関係会社を退職し、取締役、監査役及び従業員でなくなった場

合、取締役会が行使を認めた場合を除いて、その権利を失う。ただし、いずれの場合も当社取締役会に

おいて決定する条件によるものとする。 

(3）その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定するものとする。 

２．権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株予約権等の目的たる株式の数は、次の

算式により調整し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,780 個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,900 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月27日から 

平成26年６月15日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  43,000円 

 資本組入額 21,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項   －   － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,172 個 3,164 個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,860 株 注６ 15,820 株 注６ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 57,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年10月27日から 

平成27年６月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  57,000円 

 資本組入額 28,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

代用払込みに関する事項   －   － 



また払込金額についても、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 1 / 分割・併合の比率 

また、権利付与日以降、合併等により当社が存続しないこととなった場合、新株式の株主割当てを行う場合、

時価を下回る価額での新株発行を行う場合、その他付与株数を調整すべき事由が生じた場合には、合併比率等

を勘案して株式数及び払込金額を適切に調整するものとする。 

３．権利行使の条件 

(1）権利を付与された者は、当社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場され

た場合に限り、権利行使することができる。 

(2）権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能と

なる。なお、行使可能な株式数が１株の整数倍でない場合は、１株の整数倍に切り上げた数とする。 

① 起算日から１年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の２に達するまで権利を行使する

ことができる。 

② 起算日から２年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の４に達するまで権利を行使する

ことができる。 

③ 起算日から３年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の６に達するまで権利を行使する

ことができる。 

④ 起算日から４年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の８に達するまで権利を行使する

ことができる。 

⑤ 起算日から４年を経過した日から権利行使最終日までは、権利を付与された株式数のすべてについて権

利を行使することができる。 

 （注） 上記において起算日とは、新株予約権等を発行した日から２年を経過した日の翌日または当

社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場された日から６ヶ

月を経過した日の翌日のいずれか遅い日とする。 

 （注） 権利付与日以降、新株式の株主割当て、株式の分割または併合による未行使の新株引受権等

の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整後の株式数により行使可能株式数の判定

を行う。 

４．権利行使の条件 

権利者は、付与された新株予約権等を、次の各号に掲げる期間の区分に従い、既に行使した新株予約権等を

含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができる。この場合において、権利者が行使する

ことができる本新株予約権等に係る株式数が１株の整数倍でないときには、１株式の整数倍に切り上げた数

とする。 

① 起算日から１年を経過した日までは、権利を付与された株式数の２分の１に達するまで権利を行使する

ことができる。 

② 起算日から１年を経過した日の翌日から、権利行使最終日までは、権利を付与された株式数のすべてに

ついて権利を行使することができる。 

 （注） 前項において「起算日」とは、新株予約権等を付与した日から２年を経過した日の翌日とす

る。 

 （注） 権利付与日以降、未行使の新株予約権等の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整

後の株式数により行使可能株式数の判定を行う。 

５．権利行使の条件 

権利者は、付与された新株予約権等を、次の各号に掲げる期間の区分に従い、既に行使した新株予約権等を

含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができる。この場合において、権利者が行使する

ことができる本新株予約権等に係る株式数が１株の整数倍でないときには、１株の整数倍に切り上げた数と

する。 



① 起算日から１年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の２に達するまで権利を行使す

ることができる。 

② 起算日から２年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の４に達するまで権利を行使す

ることができる。 

③ 起算日から３年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の６に達するまで権利を行使す

ることができる。 

④ 起算日から４年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の８に達するまで権利を行使す

ることができる。。 

⑤ 起算日から４年を経過した日の翌日から、平成27年６月27日までは、権利を付与された株式数のすべ

てについて権利を行使することができる。 

 （注） 上記において起算日とは、新株予約権等を付与した日から２年を経過した日の翌日とする。

 （注） 権利付与日以降、未行使の新株引受権等の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整

後の株式数により行使可能株式数の判定を行う。 

６．ストックオプション付与日以降に、ストックオプションの行使、従業員の退社等による株式数の減少や株式

分割等の実施による株式数及び発行価額の調整が生じているため、株式数及び発行価額は、調整後の株式数

及び払込価額を表示しております。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(注１）ストックオプションの行使による増加 

(注２）平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が815株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ730千円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日  

（注1） 

2,945 583,680 6,339 346,598 6,339 295,018

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三上 芳宏 東京都千代田区 93,200 15.97 

金子 英樹 東京都中央区 40,735 6.98 

五十嵐 充 東京都中央区 39,400 6.75 

福山 啓悟 東京都中央区 34,750 5.95 

田中 健一 東京都中央区 30,500 5.23 

日興コーディアル・ホールデ

ィングス・リミテッド東京支

店 

東京都中央区日本橋兜町6-5 25,000 4.28 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

常任代理人 みずほコーポレート銀行 

 東京都中央区日本橋兜町6-7 
15,372 2.63 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 12,528 2.15 

四塚 利樹 東京都中央区 9,500 1.63 

シービーロンドンバンカラポ

ポラーレデベルガモ  

常任代理人 シティバンク・エヌ・エイ東京支店 

 東京都品川区2-3-14 
8,950 1.53 

計 － 309,935 53.10 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 583,680 583,680      － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 583,680 － － 

総株主の議決権 － 583,680 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ －  －   －   －    －  

計 －   －    －    －    －  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 117,000 102,000 78,900 77,800 75,900 71,300 

最低（円） 88,000 69,500 57,800 53,100 60,400 58,300 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

ては、ＡＳＧ監査法人、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月３０日まで）及び当中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、太陽ＡＳＧ監査法

人により中間監査を受けております。 

 なお、ＡＳＧ監査法人は、平成18年１月１日付をもって太陽監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更し

ております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,105,078   1,183,592   1,507,151  

２．売掛金   793,245   860,603   1,308,599  

３．仕掛品   394,320   602,213   389,054  

４．繰延税金資産   63,226   75,982   42,426  

５．その他   43,056   59,077   48,318  

流動資産合計   2,398,927 79.0  2,781,470 60.8  3,295,550 82.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物  86,607   105,221   88,366   

(2）器具備品  225,411   254,477   234,714   

(3）建設仮勘定  －   9,210   2,570   

減価償却累計額  △137,112   △165,516   △147,789   

有形固定資産合計   174,905 5.8  203,392 4.5  177,861 4.4 

２．無形固定資産           

(1）電話加入権  364   364   364   

(2）販売権  101,500   74,500   88,000   

(3）ソフトウェア  34,932   35,617   33,004   

無形固定資産合計   136,796 4.5  110,481 2.4  121,368 3.0 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  26,468   1,062,791   70,902   

(2）敷金保証金  295,972   327,732   301,032   

(3) 保険積立金  1,165   1,456   1,165   

(4) 繰延税金資産  －   43,621   －   

(5）その他投資  2,600   42,900   42,900   

投資その他の資産
合計   326,205 10.7  1,478,502 32.3  415,999 10.4 

固定資産合計   637,907 21.0  1,792,376 39.2  715,229 17.8 

資産合計   3,036,834 100.0  4,573,846 100.0  4,010,779 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   279,571   251,140   405,814  

２．短期借入金   －   700,000   －  

３．未払金   134,601   244,673   124,144  

４．未払費用   160,684   147,565   297,706  

５．未払法人税等   190,505   272,608   359,583  

６．未払消費税等   10,095   11,310   42,823  

７．前受金   34,532   24,228   3,990  

８．その他   16,427   16,363   16,685  

流動負債合計   826,417 27.2  1,667,890 36.5  1,250,748 31.2 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   4,500   －   3,060  

固定負債合計   4,500 0.2  － －  3,060 0.1 

負債合計   830,917 27.4  1,667,890 36.5  1,253,808 31.3 

           

（少数株主持分）           

  少数株主持分   387 0.0  － －  383 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   300,117 9.9  － －  340,259 8.5 

Ⅱ 資本剰余金   248,541 8.2  － －  288,679 7.2 

Ⅲ 利益剰余金   1,656,986 54.5  － －  2,127,733 53.0 

Ⅳ 為替換算調整勘定   △115 △0.0  － －  △84 △0.0 

資本合計   2,205,530 72.6  － －  2,756,587 68.7 

負債、少数株主持分及
び資本合計   3,036,834 100.0  － －  4,010,779 100.0 

           
（純資産の部）           
 Ⅰ 株主資本           
  １. 資本金   － －  346,598 7.6  － －

  ２. 資本剰余金   － －  295,018 6.5  － －

  ３. 利益剰余金   － －  2,304,618 50.3  － －

 株主資本合計   － －  2,946,235 64.4  － －

 Ⅱ 評価・換算差額等           
１. その他有価証券評

価差額金 
  － －  △40,547 △0.9  － －

２. 為替換算調整勘定   － －  △115 △0.0  － －

 評価・換算差額等合計  － －  △40,663 △0.9  － －

 Ⅲ 少数株主持分   － －  383 0.0  － －

 純資産合計   － －  2,905,955 63.5  － －

  負債純資産合計   － －  4,573,846 100.0  － －



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,912,273 100.0  2,598,052 100.0  4,765,625 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,231,367 64.4  1,673,715 64.4  2,928,930 61.5 

売上総利益   680,905 35.6  924,336 35.6  1,836,695 38.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1  330,737 17.3  415,578 16.0  690,922 14.4 

営業利益   350,167 18.3  508,758 19.6  1,145,773 24.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  26   138   32   

２．事務手数料収入  10,400   7,200   24,800   

３．持分法による投資
利益  －   －   793   

４．雑収入  99 10,526 0.5 176 7,514 0.3 0 25,625 0.5 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  －   925   －   

２．為替差損  52   578   73   

３．株式上場関連費用  22,475   －   22,475   

４．新株発行費  －   －   10,786   

５．持分法投資損失  2,950   5,089   －   

６．雑損失  － 25,478 1.3 15 6,609 0.3 － 33,334 0.7 

経常利益   335,215 17.5  509,663 19.6  1,138,064 23.9 

Ⅵ 特別損失           

１．固定資産除売却損 ※2 － － － 209 209 0.0 656 656 0.0 

税金等調整前中間 
(当期)純利益   335,215 17.5  509,454 19.6  1,137,408 23.9 

法人税、住民税及
び事業税  172,860   259,942   484,949   

法人税等調整額  △36,900 135,960 7.1 △52,061 207,881 8.0 △17,540 467,409 9.8 

少数株主利益 
(又は損失(△））   △0 △0.0  － －  3 0.0 

中間（当期）純利
益   199,255 10.4  301,573 11.6  670,002 14.1 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   233,257  233,257 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株の発
行 

 15,284 15,284 55,422 55,422 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
(期末)残高 

  248,541  288,679 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,552,676  1,552,676 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  199,255 199,255 670,002 670,002 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  44,946  44,946  

２．役員賞与  50,000 94,946 50,000 94,946 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高 

  1,656,986  2,127,733 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

 少数株主
持分 

 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

 その他有
価証券評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合
計  

平成18年３月31日 残高 

(千円） 
340,259 288,679 2,127,733 2,756,671 － △84 △84 383 2,756,971 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 6,339 6,339   12,678         12,678 

剰余金の配当 (注)     △69,688 △69,688         △69,688 

役員賞与  (注)     △55,000 △55,000         △55,000 

中間純利益     301,573 301,573         301,573 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        △40,547 △31 △40,578   △40,578 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （千円） 
6,339 6,339 176,885 189,563 △40,547 △31 △40,578 － 148,985 

平成18年９月30日 残高 

 （千円） 
346,598 295,018 2,304,618 2,946,235 △40,547 △115 △40,663 383 2,905,955 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間(当期)純
利益 

 335,215 509,454 1,137,408 

減価償却費  21,635 20,971 45,954 

販売権償却費  13,500 13,500 27,000 

受取利息及び受取配当金  △26 △138 △32 

支払利息  － 925 － 

為替差益  △19 △1 △33 

有形固定資産除売却損  － 209 656 

持分法による投資損益  2,950 5,089 △793 

未払金・未払費用の増減額  △91,111 △29,612 35,453 

未払消費税等の増減額  △23,038 △31,512 9,690 

前受金の増減額  10,970 20,238 △19,572 

売上債権の増減額  453,552 447,996 △61,801 

たな卸資産の増減額  △276,283 △213,158 △271,706 

仕入債務の増減額  140,860 △154,674 267,103 

役員賞与の支払額  △50,000 △55,000 △50,000 

その他  △27,947 △10,944 △32,951 

小計  510,258 523,342 1,086,374 

利息及び配当金の受取額  36 138 42 

利息の支払額  － △925 － 

法人税等の支払額  △177,220 △346,916 △320,231 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 333,074 175,638 766,185 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

投資有価証券の取得による
支出 

 － △1,066,100 △40,000 

有形固定資産の取得による
支出 

 △23,862 △44,177 △47,449 

無形固定資産の取得による
支出 

 △42,806 △4,887 △45,222 

貸付金回収による収入(長
期） 

 2,339 － 2,339 

敷金保証金の差入（返還）
額 

 734 △26,700 △4,325 

その他  △291 △291 △40,591 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △63,886 △1,142,156 △175,249 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入れによる収入  － 700,000 － 

株式の発行による収入  30,570 12,678 110,848 

配当金の支払による支出  △44,946 △69,688 △44,946 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △14,375 642,990 65,902 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 69 △29 115 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  254,880 △323,558 656,954 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 850,197 1,507,151 850,197 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

 ※ 1,105,078 1,183,592 1,507,151 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

(株)シンプレクス・ビ

ジネス・ソリューショ

ン 

トリナバム・ソフトウ

ェア・プライベート・

リミテッド (インド) 

(1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

同  左 

(1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

同  左 

 (2）非連結子会社の数 

該当事項はありません。

(2）非連結子会社の数 

該当事項はありません。

(2）非連結子会社の数 

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関

する事項 

持分法適用の関連会社数  

  １社 

会社名 

(株)シーエムディーリサーチ

  

(株)シーエムディーリサーチ

の決算日は9月30日でありま

す。中間連結財務諸表の作成

に当たって、この会社につい

ては、中間連結決算日現在で

実施した決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

持分法適用の関連会社数  

  １社 

会社名 

同  左 

  

同  左 

持分法適用の関連会社数  

  １社 

会社名 

同  左 

  

(株)シーエムディーリサー

チの決算日は9月30日であ

ります。連結財務諸表の作

成に当たって、この会社に

ついては、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しておりま

す。 

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

すべての連結子会社の中間

期の末日は、中間連結決算

日と一致しております。 

同  左 すべての連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日

と一致しております。 

４．会計処理基準に関

する事項 

   

(1）重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

中間連結会計期間

末日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定）を採用し

ております。  

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

中間連結会計期間

末日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定）を採用

しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）を採

用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法を採用して

おります。 

時価のないもの 

同  左 

時価のないもの 

同  左 

② たな卸資産 

仕掛品 

当社及び連結子会社は

個別法による原価法を

採用しております。 

② たな卸資産 

仕掛品 

同  左 

② たな卸資産 

仕掛品 

同  左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法(ただし建物(附

属設備を除く)は定額

法)を採用しておりま

す。 

① 有形固定資産 

同  左 

 ① 有形固定資産 

  同  左 

  

  

 なお、主な耐用年数は

次の通りであります。 

  

 建物 ８～38年

器具備品 ４～15年

  

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しており

ます。 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

 同  左 

② 無形固定資産 

 同  左 

(3）重要な繰延資産

の処理方法 

新株発行費  

支払時に全額費用として

処理しております。 

新株発行費  

    同  左 

新株発行費   

同  左 

(4）重要な引当金の

計上基準 

① 貸倒引当金 

一般債権については、

見積繰入率により、貸

倒懸念債権等特定の債

権については個別に回

収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

 同  左 

① 貸倒引当金 

 同  左 

(5）重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同  左 同  左 

(6）その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための基本と

なる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式

によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

② 税額計算における準備

金等の取扱い 

中間連結決算における

税額計算において、特

別償却準備金を利益処

分により計上、または

取崩したものとみなし

ております。 

② 税額計算における準備

金等の取扱い 

中間連結決算における

税額計算において、特

別償却準備金を計上、

または取崩したものと

みなしております。 

 

────── 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．（中間）連結キャッ

シュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同  左 同  左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

 ―――――― (固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は2,905百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ―――――― 

 ―――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。 

 なお、役員賞与は通期の業績を基

礎として算定しており、その金額を

当中間連結会計期間において合理的

に見積ることが困難であることから

費用処理はしておりません。 

 ―――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

役員報酬 19,800千円 

給与賞与手当 110,883 

研究開発費 14,351 

外注費 27,308 

役員報酬 19,800千円 

給与賞与手当 129,511 

研究開発費 28,843 

外注費 53,788 

支払手数料 44,739 

役員報酬 39,600千円 

給与賞与手当 209,235 

研究開発費 63,664 

外注費 57,640 

※２．   ―――――― ※２．固定資産除売却損の内訳 ※２．固定資産除売却損の内訳 

 コンプ機器 49千円 

器具備品 159 

器具備品 656千円 

     



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加2,945株は、ストックオプションの行使による増加2,945株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．ストック・オプションとしての新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

   ２．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項 

  配当金支払額 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 （注）１ 580,735 2,945 － 583,680

合計 580,735 2,945 － 583,680

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる  

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結会

計期間末残高

（百万円） 

前連結会計

年度末  

当中間連結会

計期間増加  

当中間連結会

計期間減少  

当中間連結会

計期間末  

 提出会社 

（親会社） 

 ストック・オプションとしての

新株予約権      
 － 66,375  － 3,915 62,460 － 

 合計  － 66,375  － 3,915 62,460 － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 69,688 120.0 平成18年３月31日  平成18年６月27日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,105,078千円

現金及び現金同等物 1,105,078 

現金及び預金勘定 1,183,592千円

現金及び現金同等物 1,183,592 

現金及び預金勘定 1,507,151千円

現金及び現金同等物 1,507,151 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 15,910 14,884 

合計 30,795 15,910 14,884 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 22,069 8,725 

合計 30,795 22,069 8,725 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

期末残高

相当額 

 (千円) 

器具備品 30,795 18,990 11,804 

合計 30,795 18,990 11,804 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料中間期末残高相

 当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料中間期末残高相

 当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,232千円 

１年超 9,101千円 

合計 15,334千円 

１年内 6,390千円 

１年超 2,710千円 

合計 9,101千円 

１年内 6,311千円 

１年超 5,925千円 

合計 12,237千円 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

214千円 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

137千円 

支払リース料 6,546千円 

減価償却費相

当額 

6,159千円 

支払利息相当

額 

390千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 （減損損失について） 

同  左 

 （減損損失について） 

同  左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

1.時価のある有価証券 

 該当事項はありません。  

2.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

1.時価のある有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

1.時価のある有価証券 

 該当事項はありません。  

  

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 925,100 855,600 △69,500 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 51,000 51,775 775 

合計 976,100 907,375 △68,725 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

  － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 130,000 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

  － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 40,000 



（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）は該当事項ありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取

引を全く利用していないため、該

当事項はありません。 

同  左 同  左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループはすべて同一セグメントである情報サービス業に属するシステム受託開発、パッケージ商品、

これらに伴う保守作業を行っております。 

 よって、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）1. １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の

基礎は、以下の通りです。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 19,442.77円 

１株当たり中間純利益金額 1,766.72円 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
1,696.37円 

１株当たり純資産額 4,978.02円 

１株当たり中間純利益金額 518.54円 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
501.63円 

１株当たり純資産額 4,652.01円 

１株当たり当期純利益金額 1,082.46円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
996.57円 

  当社は、平成18年１月５日付で株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間連結

会計期間における１株当たり情報に

ついては、それぞれ以下のとおりと

なります。 

１株当たり純資産額 3,888.55円 

１株当たり中間純利益金額 353.34円 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
339.27円 

 当社は、平成18年１月５日付で株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計

年度における１株当たり情報につい

ては、それぞれ以下のとおりとなり

ます。 

１株当たり純資産額 3,596.49円 

１株当たり当期純利益金額 685.05円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
631.17円 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

 １株当たり中間(当期)純利益金額    

 中間(当期)純利益 (千円) 199,255 301,573 670,002 

 普通株主に帰属しない金額 (千円) － － 55,000 

 （うち利益処分による 

  役員賞与金） 
(千円) （－） （－）  (55,000) 

 普通株式に係る中間(当期) 

 純利益 
(千円) 199,255 301,573 615,002 

 期中平均株式数 (株) 112,783 581,584 568,155 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

 中間(当期)純利益調整額 (千円) － － － 

 普通株式増加数 (株) 4,677 19,603 48,965 

 （うち旧商法第280条ノ19第２項に 

  基づく新株引受権） 
(2,066) (6,036) (18,686) 

 （うち新株予約権） (2,611) (13,567) (30,279) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

   ――――――    ――――――    ―――――― 



 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 純資産の部の合計額 （千円）  － 2,905,955  － 

純資産の部の合計額から控除する

金額（千円） 
 － 383  － 

（うち少数株主持分） （－） (383) （－） 

普通株式に係る中間期末（期末）

の純資産額（千円） 
 － 2,905,572  － 

１株当たり純資産額の算定に用い

られた中間期末（期末）の普通株

式の数 

－ 583,680  － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年12月２日開催の取締役会

において、株式分割（無償交付）に

関し、下記のとおり決議いたしまし

た。 

１．株式分割の目的 

株式の流動性の向上による投資単位

の引き下げ及び株主数の増加を目的

とするものです。 

２．分割により増加する株式数 

普通株式とし平成18年１月４日最終

の発行済株式総数に４を乗じた株式

数とします。 

３．分割の方法 

平成18年１月４日最終の株主名簿並

びに実質株主名簿に記載または記録

された株主及び端株原簿に記載また

は記録された端株主の所有株式を１

株につき５株の割合をもって分割し

ます。 

４．効力発生日 

平成18年１月５日 

５．配当起算日 

平成17年10月１日 

６．当社が発行する株式の総数の増加 

平成18年１月５日付けをもって当社

定款第５条を変更し、発行する株式

の総数を1,760,000株増加し、

2,200,000株とします。 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期

間及び前連結会計年度における１株

当たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間連結会計期

間における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前中間連結会

計期間 

当中間連結会

計期間 

前連結会計年

度 

１株当たり純

資産額 

3,061.01円 

１株当たり純

資産額 

3,888.56円 

１株当たり純

資産額 

3,596.49円 

１株当たり中

間純利益金額 

165.07円 

１株当たり中

間純利益金額 

353.34円 

１株当たり当

期純利益金額 

685.05円 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益金

額 

157.94円 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益金

額 

339.27円 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額 

631.17円 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,092,912   1,171,888   1,494,965   

２．売掛金  793,245   860,603   1,308,599   

３．仕掛品  394,320   602,506   389,744   

４．繰延税金資産  62,000   74,756   41,200   

５．その他  43,044   59,088   48,306   

流動資産合計   2,385,523 78.3  2,768,843 60.4  3,282,816 81.7 

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産           

(1) 建物  86,607   105,221   88,366   

(2) 器具備品  225,061   254,128   234,365   

(3) 建設仮勘定  －   9,210   2,570   

減価償却累計額  △136,776   △165,177   △147,449   

有形固定資産合計   174,892 5.7  203,382 4.4  177,851 4.4

２.無形固定資産           

(1) 電話加入権  364   364   364   

(2) 販売権  101,500   74,500   88,000   

(3) ソフトウェア  34,932   35,617   33,004   

無形固定資産合計   136,796 4.5  110,481 2.4  121,368 3.0

３.投資その他の資産           

(1) 関係会社株式  50,994   50,994   50,994   

(2) 投資有価証券  －   1,037,375   40,000   

(3) 敷金保証金  295,972   327,732   301,032   

(4) 繰延税金資産  －   43,621   －   

(5) 保険積立金  1,165   1,456   1,165   

(6) その他投資  2,600   42,900   42,900   

投資その他の資産
合計   350,731 11.5  1,504,079 32.8  436,091 10.9

固定資産合計   662,420 21.7  1,817,943 39.6  735,311 18.3 

資産合計   3,047,944 100.0  4,586,787 100.0  4,018,127 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  279,571   251,140   405,814   

２．短期借入金  －   700,000   －   

３．未払金  134,601   244,673   124,144   

４．未払費用  160,684   147,565   297,706   

５．未払法人税等  190,505   272,608   359,583   

６．未払消費税等 ※1 10,095   11,310   42,823   

７．前受金  34,532   24,228   3,990   

８．その他  16,427   16,363   16,685   

流動負債合計   826,417 27.1  1,667,890 36.4  1,250,748 31.1 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  4,500   －   3,060   

固定負債合計   4,500 0.2  － －  3,060 0.1 

負債合計   830,917 27.3  1,667,890 36.4  1,253,808 31.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   300,117 9.9  － －  340,259 8.5 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  248,541   －   288,679   

資本剰余金合計   248,541 8.2  － －  288,679 7.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．特別償却準備金  8,613   －   8,613   

２．中間（当期）未処
分利益  1,659,753   －   2,126,767   

利益剰余金合計   1,668,366 54.7  － －  2,135,380 53.1 

資本合計   2,217,026 72.7  － －  2,764,319 68.8 

負債資本合計   3,047,944 100.0  － －  4,018,127 100.0 

           
 (純資産の部)           
 Ⅰ 株主資本           

  １. 資本金   － － 346,598 7.6 － －

  ２. 資本剰余金           

   (1) 資本準備金  －  295,018  －  

   資本剰余金合計   － － 295,018 6.4 － －

  ３. 利益剰余金           

   (1) その他利益剰余金           

      特別償却準備金  －  4,497  －  

     繰越利益剰余金  －  2,313,329  －  

   利益剰余金計   － － 2,317,827 50.5 － －

   株主資本合計   － － 2,959,444 64.5 － －

 Ⅱ 評価・換算差額等           
 １.その他有価証券評

価差額金 
  － － △40,547 △0.9 － －

  評価・換算差額等合計   － － △40,547 △0.9 － －

   純資産合計   － － 2,918,896 63.6 － －

   負債純資産合計   － － 4,586,787 100.0 － －

            



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,912,273 100.0  2,598,052 100.0  4,765,625 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,231,367 64.4  1,673,715 64.4  2,928,930 61.5 

売上総利益   680,905 35.6  924,336 35.6  1,836,695 38.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   330,494 17.3  415,175 16.0  690,665 14.4 

営業利益   350,410 18.3  509,161 19.6  1,146,030 24.1 

Ⅳ 営業外収益 ※1  10,526 0.6  7,513 0.3  24,832 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※2  22,527 1.2  1,519 0.1  33,334 0.7 

経常利益   338,409 17.7  515,154 19.8  1,137,527 23.9 

Ⅵ 特別損失 ※3  －   209 0.0  656 0.0 

税引前中間(当期)
純利益   338,409 17.7  514,945 19.8  1,136,871 23.9 

法人税、住民税及
び事業税  172,790   259,872   484,879   

法人税等調整額  △36,900 135,890 7.1 △52,061 207,811 8.0 △17,540 467,339 9.8 

中間（当期）純利
益   202,519 10.6  307,134 11.8  669,532 14.1 

前期繰越利益   1,457,234   －   1,457,234  

中間(当期)未処分
利益   1,659,753   －   2,126,767  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金    

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日 残高 

（千円） 
340,259 288,679 288,679 8,613 2,126,767 2,135,380 2,764,319 

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 6,339 6,339 6,339       12,678 

剰余金の配当 (注)         △69,688 △69,688 △69,688 

特別償却準備金の取崩(注)       △4,115 4,115   － 

役員賞与(注）         △55,000 △55,000 △55,000 

中間純利益         307,134 307,134 307,134 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

            － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
6,339 6,339 6,339 △4,115 186,561 182,446 195,124 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
346,598 295,018 295,018 4,497 2,313,329 2,317,827 2,959,444 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
－ － 2,764,319 

中間会計期間中の変動額    

新株の発行     12,678 

剰余金の配当 (注)     △69,688 

特別償却準備金の取崩(注)     － 

役員賞与(注)     △55,000 

中間純利益     307,134 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△40,547 △40,547 △40,547 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△40,547 △40,547 154,579 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
△40,547 △40,547 2,918,896 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

 (1）有価証券 

①子会社株式及び関連会 

社株式 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

同  左 同  左 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定）を採用してお

ります。 

②その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定）を採用して

おります。 

②その他有価証券  

時価のあるもの  

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）を採

用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法を採用しており

ます。 

時価のないもの  

 同  左 

時価のないもの  

 同  左 

 (2）たな卸資産 

 仕掛品 

 個別法による原価法

を採用しておりま

す。 

 (2）たな卸資産 

  仕掛品 

同  左 

(2）たな卸資産 

 仕掛品 

 同  左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法(ただし建物(附属

設備を除く)は定額法) 

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次

の通りであります。  

建物    ８～38年 

器具備品  ４～15年 

(1）有形固定資産 

同  左 

(1）有形固定資産 

同  左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

 同  左 

(2）無形固定資産 

 同  左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費  

支払時に全額費用として

処理しております。 

新株発行費  

   同  左 

新株発行費  

同  左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

一般債権については見積

繰入率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

(1）貸倒引当金 

同  左 

    

５．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同  左 同  左  

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 

  (2）税額計算における準備

金等の取扱い 

(2）税額計算における準備

金等の取扱い 

 

 中間決算における税額計

算において、特別償却準

備金を利益処分により計

上、または取崩したもの

とみなしております。 

中間決算における税額計

算において、特別償却準

備金を計上、または取崩

したものとみなしており

ます。 

―――――― 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

      ──────  (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

      ──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は2,918百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

       ────── 

           ────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 なお、役員賞与は通期の業績を基

礎として算定しており、その金額を

当中間会計期間において合理的に見

積ることが困難であることから費用

処理はしておりません。 

              ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※1.消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

流動負債の「未払消費税

等」に表示しておりま

す。 

同  左  ―――――― 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※1.営業外収益の主要項目    

受取利息 26千円 137千円 32千円 

事務手数料収入 10,400千円 7,200千円 24,800千円 

※2.営業外費用の主要項目    

為替差損 52千円 578千円 73千円 

支払利息 －千円 925千円 －千円 

株式公開関連費用 22,475千円 －千円 22,475千円 

新株発行費 －千円 －千円 10,786千円 

※3.特別損失の主要項目    

固定資産除売却損 －千円 209千円 656千円 

4.減価償却実施額    

有形固定資産 17,857千円 18,697千円 37,829千円 

無形固定資産 17,274千円 15,774千円 35,119千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

   該当事項ありません。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 15,910 14,884 

合計 30,795 15,910 14,884 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 22,069 8,725 

合計 30,795 22,069 8,725 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

期末残高

相当額 

 (千円) 

器具備品 30,795 18,990 11,804 

合計 30,795 18,990 11,804 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,232千円 

１年超 9,101千円 

合計 15,334千円 

１年内 6,390千円 

１年超 2,710千円 

合計 9,101千円 

１年内 6,311千円 

１年超 5,925千円 

合計 12,237千円 

(3)支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

214千円 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

137千円 

支払リース料 6,546千円 

減価償却費相

当額 

6,159千円 

支払利息相当

額 

390千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同  左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

 同  左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 (減損損失について) 

  同  左 

(減損損失について) 

  同  左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年12月２日開催の取締役会

において、株式分割（無償交付）に

関し、下記のとおり決議いたしまし

た。 

１．株式分割の目的 

株式の流動性の向上による投資単位

の引き下げ及び株主数の増加を目的

とするものです。 

２．分割により増加する株式数 

普通株式とし平成18年１月４日最終

の発行済株式総数に４を乗じた株式

数とします。 

３．分割の方法 

平成18年１月４日最終の株主名簿並

びに実質株主名簿に記載または記録

された株主及び端株原簿に記載また

は記録された端株主の所有株式を１

株につき５株の割合をもって分割し

ます。 

４．効力発生日 

平成18年１月５日 

５．配当起算日 

平成17年10月１日 

６．当社が発行する株式の総数の増加 

平成18年１月５日付けをもって当社

定款第５条を変更し、発行する株式

の総数を1,760,000株増加し、

2,200,000株とします。 

 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項ありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第９期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月27日関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月９日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社シンプレクス・テクノロジー及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

  

 重要な後発事象に記載されているとおり、提出会社は平成17年12月２日開催の取締役会において、株式分割に関する決

議を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月11日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 太陽ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社シンプレクス・テクノロジー及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月９日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社シンプレクス・テクノロジーの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

  

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月２日開催の取締役会において、株式分割に関する決議を

行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月11日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 太陽ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社シンプレクス・テクノロジーの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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